
豊中市児童入所施設等措置費支弁要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第５０条第７号から第８号までに規定する費用（（以下（「措置費」という。）

の支弁について、必要な事項を定めるものとする。 

（措置費の額の算定等） 

第２条 措置費の額の算定その他の措置費の支弁については，次条から第７条

までに定めるもののほか、（「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担

金について（令和５年５月１０日こども家庭庁こ支家第４７号）」，「障害児入

所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金について（令和５

年６月３０日こども家庭庁こ支障第１３号）」その他の児童福祉施設等への入

所に係る措置費等国庫負担金について国が定めるもの並びに大阪府、大阪市、

堺市及び豊中市間の協定で定めるところによる。 

（医療型障害児入所施設特別介護加算） 

第３条 医療型障害児入所施設の入所に係る措置費については、この要綱に基

づき支給する措置費の額に月額４９，４４０円を加算するものとする。 

（措置費の請求） 

第４条 施設長（（ファミリーホームを含む。以下同じ）及び里親は、毎月５日ま

でに前月分の措置費について、市長が必要と認める書類を添えて請求するも

のとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、措置費のうち前条に規定する医療型障害児入所

施設特別介護加算にあっては、当該年度の上半期分を１０月５日までに、下半

期分を４月５日までに、市長が必要と認める書類を添えて請求するものとす

る。 

（措置費の交付） 

第５条 市長は、前条の規定による請求を受けたときは、速やかに措置費を交付

するものとする。 

（届出事項） 

第６条 施設長は、職員に異動があったときは、速やかにその旨を市長に届け 

 出なければならない。 

（申請書等の様式） 

第７条 第４条の規定による申請書その他この要綱による書類の様式について

は，市長が定める。 

（施行細目） 

第８条 前条までに定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は，市

長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 


